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勝央町 

中小企業者エネルギー価格高騰緊急対策支援金 

 

【申請要領】 

 

2022.11.18時点 

  

問合せ先 ： 勝央町 産業建設部 

住  所 ： 〒709-4316 勝田郡勝央町勝間田 201（書類送付先） 

電  話 ： 0868-38-3112 

メ ー ル ： sangyou@town.shoo.okayama.jp 

 

◎申請書は町ホームページからダウンロードできます。 

 ＜ 勝央町中小企業者エネルギー価格高騰緊急対策支援金で検索 ＞ 

 

◎申請書類受付後、町で審査を行い、不備がなければ交付要件の一つである町税及

び上下水道料の納付状況の確認を行います（納付場所や時期により、納付確認がと

れるまで時間がかかる場合があります）。 

納付状況確認後、未納がないことが確認できた日から、約３～４週間程度で指定

の口座へ支援金が入金されます。 
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１．支援金の目的 

長引くコロナ禍の影響やウクライナ情勢等によるエネルギー価格高騰の影響を受ける町内

の中小企業者等の負担軽減を図るため支援金を緊急的に交付することにより、雇用の維持及

び事業活動の継続を支援します。 

 

 

２．対象者 

次の要件に該当する 法人※１ 又は 個人事業主※２ とします。 
 

 ※１ 法人…町内に事業所を有して事業を行っている法人 

 ※２ 個人事業者…町内に住民登録を有して事業を行っている者又は町内に事業所を有し

て事業を行っている者 
 
（１） 次のいずれかに該当する事業者であること。 

ア 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第 2条第 1項に規定する中小企業者 

イ 社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、一般社団・財団法人、公益社団・財団 

法人、学校法人、農事組合法人、組合（農業協同組合、生活協同組合、中小企業等協同 

組合法に基づく組合等）又は有限責任事業組合（ＬＬＰ）であって、常時使用する従業員 

の数が 300人以下であること。 
 

（２） ３．対象要件 又は ６．創業特例 に規定する対象要件を満たしていること。 
 
（３） 個人事業者にあっては、令和３年分の事業収入（営業等もしくは農業のいずれか） 

が、他の収入（給与、年金、不動産等の合計）を上回る事業者であること。 
 

（４） 申請日時点において現に事業を行っており、支援金の受給後も事業を継続する意思

があること。 

 

※ただし、次のいずれかの要件に該当する場合は対象外となります。 

（１） 勝央町が行う「令和 4年度水稲臨時支援交付金」又は「令和 4年度飼料価格高騰緊急対策助成金」を受給した事業

者 

（２） 法人税法別表第一に掲げる公共法人 

（３） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第 2条第 5項に規定する性風俗

関連特殊営業又は当該営業に係る同条第 13項に規定する接客業務受託営業を行う事業者 

（４） 政治団体 

（５） 宗教上の組織又は団体 

（６） 事業主又は役員が、勝央町暴力団排除条例（平成 23年勝央町条例第 8号）第 2条第 2号に規定する暴力団員に

該当する事業者又は同条第 3号に規定する暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している事業者 

（７） 申請日時点において納期が到来している勝央町税及び勝央町上下水道料を滞納している事業者 

（８） 他市町村が実施する価格高騰支援を目的とした支援金等の給付を受けた又は給付を受ける予定がある事業者 

（９） 過去に本支援金を受給した事業者 

（１0） 本支援金の趣旨及び目的に照らして適当でないと町長が認める事業者 
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３.対象要件 

令和４年４月から９月までのいずれかの１か月（以下「対象月」という。）の事業用における水

道光熱費（確定申告で事業用の水道光熱費として経費計上している全ての経費）が前年平均

月額実績と比較して１０％以上増加していること。 

なお、比較方法は下記（１）～（４）のとおりとします。 

 

（１） 対象月の考え方は、事業者の税務申告に基づく会計基準に基づいて算定すれば、使用

月での算定及び支払い月での算定のいずれも認めることとします。複数月の使用量が合

算で請求されている場合は、当該請求分を合算月数で除した平均額とします。 
 
（２） 前年平均月額実績は、法人においては、直近の事業年度における決算書（販売費及び

一般管理費区分等）に記載された水道光熱費、個人事業者においては、令和３年の確定申

告書類に記載された水道光熱費を１２で除した額（小数点以下切捨て）とします。 

  （法人にあっては、直近の事業年度に対象月が含まれる場合は、その前の事業年度にお

ける実績との比較も可とします。） 
 
（３） 対象月の実績は、事業者が（２）の水道光熱費に仕訳している経費を合算した額としま

す。 
 
(４） （１）～（３）の比較方法で要件を満たさない場合は、主要な経費（電気代、ガス代、燃料

代（ガソリン、軽油、重油又は灯油）のいずれか）の個別経費実績で比較することができま

す。ただし、販売目的で仕入れた燃料等は対象外です。 

 

◎事業用と家庭用の請求が分かれていない場合、確定申告と同様の費用割合で按分し、 

事業用のみが対象となります。 

  

 

４.交付額（１事業者１回限り）  

従業員数に応じ、下記の金額を交付します。 

対象従業員数※２ 給付額 

１０人以下 一律 １００，０００円 

１１人以上 従業員数 × １０，０００円 

※２ 対象従業員数とは、町内の事業所で働く従業員で、雇用保険被保険者のことをいいま

す。 

 

 

５．申請期限 

 令和５年１月３１日（火曜日） ※消印有効 
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６．創業特例 

 令和３年２月以降に創業された事業者については、下記のいずれかの方法により要件を満

たす場合には給付対象となります。 
 
（１） 【令和３年に創業した事業者（原則）】 

対象月の事業用経費が、令和３年中の営業月数で算出した前年平均月額経費と比較し

て 10％以上増加していること。（水道光熱費計または個別経費実績の比較） 
 

例１） 令和３年７月に創業した個人事業主の場合 

①令和３年 水道光熱費 ※申告書類実績   １２０，０００円 

②令和４年９月 水道光熱費 （対象月） ２５，０００円 

      [増加額]  ２５，０００円 － （ １２０，０００円  ÷  6か月  ） ＝ ５，０００円  

                 ②        前年平均月額実績（①÷営業月数）         

 

      [増加率]  5，000円 ÷ （１２０，０００円 ÷ 6か月） ×１００ ＝ ２５％ 

               増加額                                

 

 

例２） 令和３年８月に創業した個人事業主の場合 

①令和３年 電気代    １００，０００円 

②令和４年９月 電気代 （対象月） ２１，０００円 

      [増加額]  ２１，０００円 － （ １００，０００円  ÷  ５か月  ） ＝ １，０００円  

                 ②        前年平均月額実績（①÷営業月数）         

 

      [増加率]  １，000円 ÷ （１００，０００円 ÷ ５か月） ×１００ ＝ ５％ 

               増加額          

                 

       

（２） 【令和４年に創業した事業者（原則）】 

任意の連続する３か月の実績と令和４年４月から９月までのいずれかの１か月の事業用

における個別経費比較して 10％以上増加していること。 
 

   例） 令和４年に５月に創業した個人事業主の場合 

③令和４年６～８月 電気代   ９０，０００円 

④令和４年９月 電気代 （対象月） ３６，０００円 

[増加額]  ３６，０００円 － （90,000円 ÷ ３か月）  ＝ 6,000円 

               ④           平均月額実績    

     

[増加率] ： 6,000円 ÷ （90,000円 ÷ ３か月） ×100 ＝ 20％ 

          増加額                               

１０％以上であるため、

申請可能◎ 

１０％未満であるため、

申請不可× 

１０％以上であるため、

申請可能◎ 
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7．提出書類 

下記書類を提出してください。なお、書類審査の結果、下記書類のほか、追加で書類をお願

いする場合もございますので、ご了承ください。様式は、勝央町ホームページから書式をダウ

ンロードすることができます。 

 

【水光熱費の総計で比較する場合】 

１ 交付申請書兼請求書（様式第１号） ※裏面があります。 全事業者

提出必要 ２ 経費増加率計算書（添付資料１） 

３ 対象従業員一覧表（添付資料２） 

 

対象従業

員数 11人

以上の事

業所のみ 

４ ハローワーク発行の「事業所台帳全記録照会（ヘッダー）」のコピー（３か

月以内のもの） 

５ 確定申告書のコピー 

法人 前事業年度分の確定申告書別表一、法人事業概況説明書 

個人 【青色申告の場合】 

令和 3年分確定申告書第一表、所得税青色申告決算書 

【白色申告の場合】 

令和 3年分確定申告書第一表、収支内訳書 
※確定申告書は税務署の収受印の押されたものである必要があります。e-Tax による申告の場合は「受信

通知」を添付してください。 

※創業して間もないため確定申告書類の提出ができない場合は、税務署に提出している開業届の控えを提出

してください。 

 

事業実態

の確認 

６ 対象月の水光熱費の額がわかる書類 
※総勘定元帳、試算表、通帳、領収書又は検針票など、事業者名及び「令和○年▲月分」の経費か記載がある

書類の写しを添付してください。会計ソフト、エクセル等の電子データを打ち出したもの、紙ベースの台帳の

写し等様式は問いません。 

２ 経費増加率計算書の税理士又は公認会計士記載欄に記載がある場合は、対象経費の確認書類を省略

することができます。 

 

対象経費

の確認 

７ 前年の水光熱費の額がわかる書類 

法人 算出した事業年度の決算書（販売費及び一般管理費区分等の水道

光熱費が記載されている書類）の写し 

個人 ５の書類で確認できるため省略 

 

８ 補助金振込口座の通帳の写し（表紙と表紙を開いた 1・2ページ目） 
※令和２年度以降実施した新型コロナウイルス感染症対策補助事業の申請の際に指定した口座と同じ場合

は、添付不要です。 

 

入金口座

の確認 

９ 【個人事業者のみ】本人確認書類の写し（例：運転免許証、パスポートの写

し、マイナンバーカード等） 

事業者の

確認 
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【個別経費で比較する場合】 

１ 交付申請書兼請求書（様式第１号） ※裏面があります。 全事業者

提出必要 ２ 経費増加率計算書（添付資料１） 

３ 対象従業員一覧表（添付資料２） 

 

対象従業

員数 11人

以上の事

業所のみ 

４ ハローワーク発行の「事業所台帳全記録照会（ヘッダー）」のコピー（３か

月以内のもの） 

５ 確定申告書のコピー 

法人 前事業年度分の確定申告書別表一、法人事業概況説明書 

個人 【青色申告の場合】 

令和 3年分確定申告書第一表、所得税青色申告決算書 

【白色申告の場合】 

令和 3年分確定申告書第一表、収支内訳書 
※確定申告書は税務署の収受印の押されたものである必要があります。e-Tax による申告の場合は「受信

通知」を添付してください。 

※創業して間もないため確定申告書類の提出ができない場合は、税務署に提出している開業届の控えを提出

してください。 

 

事業実態

の確認 

６ 対象月及び前事業年度分の選択経費の額が分かる書類  
※総勘定元帳、試算表、通帳、領収書又は検針票など、事業者名及び「令和○年▲月分」の経費か記載がある

書類の写しを添付してください。会計ソフト、エクセル等の電子データを打ち出したもの、紙ベースの台帳の

写し等様式は問いません。 

２ 経費増加率計算書の税理士又は公認会計士記載欄に記載がある場合は、対象経費の確認書類を省略

することができます。 

 

対象経費

の確認 

７ 補助金振込口座の通帳の写し（表紙と表紙を開いた 1・2ページ目） 
※令和２年度以降実施した新型コロナウイルス感染症対策補助事業の申請の際に指定した口座と同じ場合

は、添付不要です。 

 

入金口座

の確認 

８ 【個人事業者のみ】本人確認書類の写し（例：運転免許証、パスポートの写

し、マイナンバーカード等） 

事業者の

確認 

 

 

８．その他 

・本支援金の交付を受けた事業者が、偽りの他不正な手段により支援金の交付を受けたと認

められた場合は、支援金の交付の決定を取り消し、既に交付した支援金を返還していただき

ます。 

・提出された証拠書類等について、不審な点が見られる場合、調査を行うことがあります。 

・本支援金は課税対象となります。受給した翌年の確定申告及び所得申告の際に収入として

申告する必要があります。 


